
第1部
我が国の教育水準と教育費



特集1
我が国の教育水準と教育費

第1部／我が国の教育水準と教育費



4　文部科学白書 2009

第1部 我が国の教育水準と教育費

は じ め に

　今，私たちを取り巻く社会経済のあらゆる面が大きく変化しており，その中で生涯にわた

る学びの重要性はますます高まっています。新たな未来を切りひらいていくのは，最終的に

は「人」であり，その知識，知恵によるものです。知的・文化的価値に基づく「ソフトパワー」

が一層重要な役割を果たし，知識が社会・経済の発展の源泉となる「知識基盤社会」が本格的

に到来しようとしており，教育に求められる役割はますます大きくなっています。

　今後，国民一人ひとりが，潜在的な力を最大限に発揮し，幸福を実感し，それを次世代へ

と引き継ぐことができるように，教育の充実を図っていかなければ，各人の豊かな生活はも

とより，社会の継続的発展は望めないでしょう。

　そもそも，資源に乏しい我が国が，現在の豊かな社会を築くことができたのも，これまで

の時代の変革期にあって，社会の存立基盤である教育に大きな力を傾け，成果を上げてきた

からこそと考えられます。その背景には，他の社会資本整備に先駆けて教育については諸条

件の整備を図ってきたと同時に，社会全体で教育を支えるという風土が根付いていたことが

我が国の特徴です。

　例えば，江戸時代には，全国各地に各藩が設立した藩校だけではなく寺子屋という地域で

支える教育システムがありました。明治の学制の発布に先駆けて，京都の町衆の力によって

自発的に学校が設立されたことは，今でも語りつがれています。また，戦後，教育基本法と

学校教育法の成立により，新制中学校が地域の多大な熱意と努力の下に整備されてきた歴史

があります。これまで，学校制度が発展充実していく中，教育行政のみならず，学校，保護者，

地域が相互に協力し合いながら，社会総がかりで子どもの育ちを支えてきました。そこでは，

子どもの教育を，子ども本人任せ，保護者任せ，行政や学校任せにせず，行政・各学校・地

域社会・企業・各家庭など社会の構成員全てが，教育の当事者であるという意識を持ち，子

どもや地域社会の未来を考えようという土壌がありました。

　今後とも，教育関係者だけでなく，国民一人ひとりが，教育はどうあるべきか，また，教

育環境の整備を図るために教育費の負担の在り方はどうあるべきかなど様々な点について考

え，社会的合意を得られた可能な方策は速やかに実行していくことが求められています。

　そこで，本年度の文部科学白書の特集では，国民各位に，教育の現状と将来について十分

なご理解をいただけるよう，我が国の教育水準やそれを支える教育費の現状について取り上

げていきます。
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〈本特集の問題意識〉

　これまで教育は我が国の発展に大きな貢献を果たしてきました。また，我が国の教育制度

は，特に，初等中等教育については，教育の機会均等を実現しながら高い教育水準を確保す

る稀有な成功例として，国際的にも高い評価を得てきています。国民一人一人が，その能力

を存分に発揮できるようにするためには，経済的・社会的な事情にかかわらず，誰に対して

も能力に応じて等しく教育を受ける機会が確保されることが何よりも重要です。そのため，

従来から，教育費用については，学習者本人や子育て家庭だけでなく，国民全体の負担によ

り支えてきました。そしてこのような教育への投資の社会的な有効性や必要性については，

例えば，OECDでは，教育投資に対する経済的リターンは大きく，学生１人が大学などの高

等教育を修了するために政府が投資する額に対して，それが社会にもたらす経済的リターン

（所得税の増加，社会保障費用の低下に伴うものなど）は２倍以上に達するなど，経済的・社

会的効果は大きいとしています＊1。

　一方，日本の教育をめぐっては，子どもたちの学習意欲や学力の低下が指摘されるなど，

教育の水準や機会に関する様々な課題が生じているのが現状です。

　2006～７年時点の国際的な学力調査＊2などによれば，全体として日本は上位にあるものの，

読解力の低下や学習意欲・学習習慣について課題が明らかになっています。特に，読解力は

近年のOECD（経済協力開発機構）の PISA 調査から，学力の高い層・低い層の割合の推移

を見てみると，学力の最も高い層の割合に変化はないものの，それに次ぐ層が減少し，学力

の低い層が増加するなど，低位層へのシフトが見られ，それが全体の平均を引き下げる要因

となっています。

　また，知識基盤社会の到来の中，国際競争力の観点からも，社会の変化や科学技術の発展

＊ 1 OECD「Education at a Glance 2009:OECD Indicators , Summary of key findings（Japan）」（2009）より
　１．経済危機と教育
教育の経済的・社会的効果は大きい
　○ （略）教育投資に対する経済的リターンは高等教育段階で大きい。例えば，（略）男子学生１人が大学などの高等教育を修
了するためには，政府はOECD平均で 27,936 ドル投資する必要があるが，それが社会にもたらす経済的リターン（所得税
の増加，社会保障費用の低下に伴うものなど）はその２倍以上の 79,890 ドルに達する。（略）

　○ また，（略）教育が社会全体に及ぼす効果が高いことも示している。例えば，後期中等教育（高校など）を卒業することに
より「健康の度合い」が高まることの相関関係が証明されているほか，高等教育を卒業することにより，「政治的関心度」
や「人的信頼度」が高まることの相関関係も示されている。

　○ さらに，教育は「景気変動が労働市場に与える影響」を緩和する役割も果たすことが考えられる。（略）
　○ こうした教育投資の経済的・社会的効果をよく認識し，政策に反映している諸国では，教育を最低限維持すべき社会的イ
ンフラとしてのみならず，国家の経済・社会的発展に有効な手段としてとらえ，積極的に取り組んでいる。

　また，我が国においても，学生１人が大学などの高等教育を修了するためには，約 232 万円の公的な支出が必要であるのに
対し，それが社会にもたらす経済的効果（税収増や失業給付の抑制など）は約 475 万円となることや，高等教育への財政支出
の拡大は国内総生産を押し上げる効果があるという調査結果もある。
＊ 2近年実施された国際的な学力調査としては，2006 年の PISA調査（15 歳児を対象に，読解力，数学的リテラシー，科学的リ
テラシー等について調査），2007 年の TIMSS 調査（小学４年生を対象に国語，算数，中学２年生を対象に国語・数学等につい
て調査）などがある。これらからは，限られた調査項目ではあるが，全体として日本は上位にあるものの，読解力の低下や学
習意欲・学習習慣について課題が明らかになっている。特に，読解力についていえば，PISA調査から，学力の高い層・低い層
の割合の推移を見てみると，2000 年の結果ではレベル３～５の学力の中位～高位の層が全体の７割近くを占めていたが，2003
年，2006 年の結果と比較すると，学力の最も高い層（レベル５）の割合に変化はないものの，それに次ぐ層（レベル４，３）が
減少し，レベル２以下の割合が増加するなど，低位層へのシフトが見られる（参照：第１章第１節3）。
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に対応するため，高度な知的人材の養成・活用が求められます。中でも大学院は，社会の変

化に対応し，社会が求める新たな価値を創造できる人材を育む場として重要ですが，我が国

の大学院教育の修了者は，理工農系については他国と遜色ない水準であるものの，人社系に

ついては非常に少ない状況にあるなど，人材養成に課題も見られます。

　さらに，教育を受ける機会に関しても問題が生じています。近年行われた調査では，両親

の年収が低いほど，高校生の４年制大学への進学が低くなり，高校卒業後就職する割合が高

くなるという結果が示されています＊3。各種統計・調査からは，経済的な格差は緩やかな拡

大傾向にあり，低所得層の割合も増加しつつあることが示されており＊4，経済的困難による

進学の断念が増加することや，そのような状況が世代を超えて固定化していくことの懸念が

指摘されています。

　これらの教育の水準や機会に関する課題・問題点については，教育内容や指導の在り方，

制度に関する課題が関わっていますが，これに加え，学習者本人や子育て家庭が負担する費

用や，教育活動を支える公的な支出の在り方に関する問題なども関わっているのではないで

しょうか。

　このような問題意識を出発点に，本年度の文部科学白書では我が国の教育費を切り口に，

教育の現状と課題を分析することとしました。次章以降では，まず家計の教育費負担の現状

について確認するとともに，格差の問題や学力低下との関係について考察します。その上で

これらの解決のために，具体的にどのような課題があり対応が必要とされているのかについ

て考えていきます。

＊ 3高校卒業後の予定進路について，両親の年収が 400 万円以下の場合，４年制大学進学が 31.4％，就職などが 30.1％であるの
に対し，1,000 万円超の場合は４年制大学進学が 62.4％，就職などが 5.6％となっている（東京大学大学院教育学研究科 大学経営・
政策研究センター「高校生の進路追跡調査第 1次報告書」（2007 年）より）。（参照：第１章　図表 1-1-14）
＊ 4各種調査にみるジニ係数や相対貧困率は緩やかに上昇。年間所得別の雇用者の割合を見ると，299 万円以下の雇用者の割合
が増加（参照：第１章 図表 1-1-5，1-1-6，1-1-15）。
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　本章では，「教育」という営みを支える費用負担の在り方について，家計による負担と国や地方公共
団体による負担の双方を採り上げて，我が国と諸外国との国際比較もまじえながら，その現状と課題
を考えていきます。

第 1 節  家計負担の現状
　教育は，一人ひとりが自立し幸福を実現するための重要な基盤であるとともに，国民主権に基づく
社会の存立と発展に必要不可欠であることはいうまでもありません。このため，家庭の経済状況にか
かわらず，誰もが安心して教育を受けることのできる環境を整えることが重要ですが，教育を受ける
際の費用を，誰がどのように負担するかが大きな問題となります。
　この観点から，本節では，まず各家庭で負担している教育費の現状を見ていきます。

1 家計の教育支出
　図表1-1-1のケース１からケース６に示されているとおり，大学卒業までに各家庭が負担する平均
的な教育費は，公立の幼稚園から高校まで在学し国立大学に進学した場合が約 1,000 万円，それらが
全て私立の場合で約 2,300 万円に上ります。

家計負担の現状と教育投資の水準第 1 章

（単位：円）幼稚園～高等学校の教育費は文部科学省「平成20年度子どもの学習費調査結果」に基づいて作成
大学の教育費については独立行政法人日本学生支援機構「平成20年度学生生活調査報告」に基づいて作成
※１　「学習費等」には授業料などの学校教育費や学校給食費，学校外活動費が含まれる
※２　家庭から学生への給付額を使用

図表1-1-1 大学卒業までにかかる費用

ケース１
高校まで公立，
大学のみ国立

ケース２
すべて公立

ケース３
幼稚園及び大学は私立，

他は公立

ケース４
小学校及び中学校は公立，

他は私立

ケース５
小学校だけ公立

ケース６
すべて私立

669,925

669,925

1,625,592

1,625,592

1,625,592

1,625,592

1,845,467

1,845,467

1,845,467

1,845,467

1,845,467

8,362,451

1,443,927

1,443,927

1,443,927

1,443,927

3,709,312

3,709,312

1,545,853

1,545,853

1,545,853

2,929,077

2,929,077

2,929,077

4,366,400
（平均）
2,876,000
（自宅）
5,332,000

（下宿・アパート）
3,920,000
（平均）
2,680,400
（自宅）
4,870,000

（下宿・アパート）
6,239,600
（平均）
5,175,200
（自宅）
7,905,600

（下宿・アパート）
6,239,600
（平均）
5,175,200
（自宅）
7,905,600

（下宿・アパート）
6,239,600
（平均）
5,175,200
（自宅）
7,905,600

（下宿・アパート）
6,239,600
（平均）
5,175,200
（自宅）
7,905,600

（下宿・アパート）

9,871,572

8,381,172

10,837,172

9,425,172

8,185,572

10,375,172

12,700,439

11,636,039

14,366,439

14,083,663

13,019,263

15,749,663

16,349,048

15,284,648

18,015,048

22,866,032

21,801,632

24,532,032

区分
学習費等（※1）総額

幼稚園 小学校 中学校 高等学校 大学（※２）
合計
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　この教育費支出が，実際に家計にとってどれほどの負担になっているのかを図示したものが図表
1-1-2です。子ども二人が私立大学に通っている場合には，勤労世帯の平均可処分所得の１／２超を
教育費が占めています。

図表1-1-2 家計の所得と教育費

図表1-1-3 子どもの成長段階と家計の貯蓄率

（出典）総務省「全国消費実態調査」 ※　平均貯蓄率＝｛(預貯金＋保険掛金）－（預貯金引出＋保険取金)｝÷可処分所得

13.6

8.1

-7.1

16.5

10.4

-3.5

-10.4

0.2

11.411.4

2歳以下 3～6歳 小学生 中学生 高校生 大学生

◆子ども１人世帯の平均貯蓄率＊

-20.0

-15.0

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

（%）

8.9
10.9

-7.8

7.65.9
8.2

13.3
12.2

-11.9

6.3

9.0

2.2

13.5 12.4

長子2歳以下 長子3～6歳 長子小学生 長子中学生 長子高校生 長子大学生

-20.0

-15.0

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

（%）

◆子ども２人世帯の平均貯蓄率＊

H11

H16
H11

H16

　このように家計が負担する教育費も含め生活費が，大学段階で大きなものとなっていることは，貯
蓄率からも示されています。貯蓄率は，その年の可処分所得のうち，どれだけを貯蓄に回しているの
かを示す割合で，この値がマイナスになると預貯金など貯蓄が取り崩され減少していることを示しま
す。図表1-1-3は，子どもが一人いる世帯・二人いる世帯のそれぞれにおいて，長子の成長段階と家
計の貯蓄率を示したものですが，いずれも，長子が大学生となった段階で貯蓄率がマイナスとなって
います。このことから，子どもが大学生になった時点で，その時点の収入では教育費をまかなうこと
ができず，それまでに十分に貯蓄できる余裕がある家庭でなければ進学を選択肢に入れることすら難
しくなる様子がうかがえます。

　このような教育費負担の大きさは，図表1-1-4のアンケート調査においても，理想の子どもの数に
比べて現実に出産する予定の数が少ない理由や，子育てのつらさの一つとして多くの回答者が挙げて
いるところです。
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2 家庭の経済的・社会的状況の格差の影響
　このような各家庭における教育費負担の重さは，家計の収入が低いほどより深刻なものとなること
が容易に予想されることから，収入の格差は教育機会の格差に直結するおそれがあるとの指摘がなさ
れています＊5。
　このことについて，まず，収入の格差から見てみましょう。
　我が国ではバブル経済崩壊後の経済の低迷から穏やかに回復する中で，戦後最長となる景気拡大を
果たしました。この「実感なき景気回復」とも言われる中で，以前に比べて所得の格差が拡大している
のではないかとの指摘がなされてきました。このことについて，所得格差を示す指標である「ジニ係
数＊6」や「相対的貧困率＊7」をみると，いずれの統計からも格差は緩やかな拡大傾向にあることを示し
ており，このような懸念は現実のものとなりつつある様子がうかがえます（図表1-1-5～ 1-1-6）。
　相対的貧困率について，17 歳以下の子どもに着目して見てみると（図表1-1-7），いずれの国も所得
再分配により相対的貧困率は低下しているなか，我が国だけは，再分配後の値が再分配前の値を上回
っており，その結果，国際的にも比較的高い値となっています。
　また，近年，就学援助の対象となる児童生徒が増加しています。義務教育段階では，授業料（私立
学校を除く）や教科書が無償となっていますが，それ以外にも多くの費用が必要であるのが現状です。
例えば，「平成 20 年度子どもの学習費調査」によると，学用品費や遠足・修学旅行費用などの学校教
育費や給食費は，公立小学校で年間約 10 万円，公立中学校で年間約 17 万円となっています。就学援
助とは，このような学校に通学する上で必要な様々な費用の負担が困難と考えられる児童生徒の保護
者に対して，市町村が学用品や通学，学校給食などの費用を援助するもので，その対象は，生活保護
法に規定する要保護者とそれに準ずる程度に困窮していると認められる準要保護者となっています。

図表1-1-4 教育費負担に関する国民の意識調査結果

22.9%

25.5%

45.8%

自分の自由な時間が
なくなること

子どもが小さいときの子育てに
お金がかかること

子どもの将来の教育に
お金がかかること

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

子育てや教育にお金が
かかりすぎるから

高年齢で生むのは
いやだから

これ以上，育児の心理的，
肉体的負担に耐えられないから

自分の仕事（勤めや家業）に
差し支えるから

83.5%83.5%

58.5%58.5%

54.6%54.6%

54 .6%54 .6%

51.9%51.9%

46.0%46.0%

39.2%39.2%

32.1%32.1%

31.9%31.9%

78.7%78.7%
75.0%75.0%54.0%54.0%

65.9%65.9%

6.1%6.1% 18.2%18.2% 40.1%40.1%
49.2%49.2%

18.2%18.2%

14.3%14.3%

38.0%38.0%

20.0%20.0%24.6%24.6%
26.5%26.5%

21.6%21.6%

27.8%27.8%
21.9%21.9%

17.9%17.9%

17.5%17.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

全体
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～49歳

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％

仕事と家庭の両立支援と
働き方の見直しの促進

子育てにおける経済的
負担の軽減
妊娠・出産の支援

子育てのための安心，
安全な環境整備

地域における子育て支援

生命についての大切さ，
家庭の役割についての理解促進
若者の自立とたくましい
子どもの育ちの推進

子どもの健康の支援

（出典）内閣府「社会意識に関する世論調査」（平成20年2月）

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「第13回出生動向基本調査」（平成18年6月）

（出典）内閣府「少子化対策に関する特別世論調査」（平成21年1月）

◆ 子育てのつらさの内容 ◆ 少子化対策で特に期待する政策

◆ 予定子ども数が理想子ども数を下回る理由

妻
の
年
齢
別

＊ 5例えば，
　・教育安心社会の実現に関する懇談会「教育安心社会の実現に関する懇談会報告～教育費の在り方を考える～」（平成 21 年）
　・ 男女共同参画会議　監視・影響調査専門調査会「新たな経済社会の潮流の中で生活困難を抱える男女に関する監視・影響
調査報告書」（平成 21 年）　など

＊ 6 ジニ係数
　所得分配等における不平等度を表す指標。０から１までの値をとり，０に近いほど所得分配等が均等であることを示す。
＊ 7 相対的貧困率
　所得の分布における中央値の 40％や 50％を基準値としてそれに満たない所得の人々の割合を示す。
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図表 1-1-8のとおり，受給者が増加し，平成７年から 20 年の間に約２倍に増加している状況がみら
れます。

図表1-1-5 各種調査にみるジニ係数の変化

（出典）21年度経済財政白書より引用

1979 81 83 85 87 89 91 93 95 97 99 03 05 07（年）2001

全国消費実態調査
（二人以上世帯）

所得再分配調査
（再分配所得）

所得再分配調査
（当初所得） 国民生活基礎調査

0.55

0.50

0.45

0.40

0.35

0.30

0.25

0.20

（備考）
１．総務省「全国消費実態調査」，厚生労働省「所得再分配調査」，「国民生活基礎調査」により作成。
２．年間収入（全国消費実態調査）は，勤め先収入，営業収入，内職収入，公的年金・恩給，農林漁業収入などを含む。税金が除かれる前の所得。
３．年間所得金額（国民生活基礎調査）は，各年次の1～ 12月の稼働所得（雇用者所得，事業所得，農耕・畜産所得，家内労働所得），公的年金・恩給，

財産所得，雇用保険，その他の社会保障給付金，仕送り，企業年金・個人年金等，その他の所得の合計額をいう。税金が除かれる前の所得。
４．当初所得（所得再分配調査）は雇用者所得，事業所得，農耕・畜産所得，財産所得，家内労働所得及び雑収入並びに私的給付（仕送り，企業年金，生
命保険金等の合計額）の合計額をいう。また，再分配所得（所得再分配調査）は当初所得から税金，社会保険料を控除し，社会保障給付（現物給付を含む）
を加えたものである。

図表1-1-6 相対的貧困率の変化

（出典）21年度経済財政白書より引用

1985 90 95 2000 05 07（年）

（％）
11

10

9

8

7

6

5

（％）
6

5

4

3

2

1

0

（備考）
１．厚生労働省「国民生活基礎調査」を内閣府にて推計。総務省「労働力調査」により作成。
２．貧困率は，世帯人員数の平方根で調整した等価所得を各個人の所得水準とし，基準値（中央値の40%）より低い所得水準にある個人の割合として算出する。
３．国民生活基礎調査による貧困率は，世帯人員別に等価所得の分布を推計して求めた。各所得階級の世帯所得は一環に分布しているとして，年間所得金額の
分布を推計している。

４．年間所得金額（国民生活基礎調査）は，各年次の1～ 12月の稼働所得（雇用者所得，事業所得，農耕・畜産所得，家内労働所得），公的年金・恩給，財産
所得，雇用保険，その他の社会保障給付金，仕送り，企業年金・個人年金等，その他の所得の合計額をいう。税金が除かれる前の所得。

５．シャドーは景気後退期。ただし，直近のシャドーは2009年3月まで。

貧困率

失業率（目盛右）
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　それでは，このような家計の収入の格差が，学力など教育面の格差とどのように関連しているのか
見てみましょう。

（1） 経済的状況と学力の格差への影響
　図表 1-1-9は，平成 21 年度に実施された全国学力・学習状況調査の結果から，各学校において就
学援助を受けている生徒の割合と，学校の平均正答率の関係を図示したものです。就学援助を受けて
いる生徒の割合が高い学校は，就学援助を受けている生徒の割合が低い学校よりも平均正答率が低い
傾向が見られます。ただし，就学援助を受けている生徒の割合が高い学校は，各学校の平均正答率の
ばらつきが大きく，その中には，平均正答率が高い学校も存在します。
　次に，家庭の経済状況と学力の関係を児童生徒ごとに見ていきます。図表 1-1-10は，全国学力・
学習状況調査の正答率と家庭の世帯年収との関係に関して，５つの政令指定都市より 100 校を対象に
追加調査を行った結果を図示したものです。一部の年収区分を除いて，世帯年収が高いほど，正答率
が高い傾向が見られます。

図表1-1-7 17歳以下の相対的貧困率

オー
スト
リア
ベル
ギー カナ

ダ
チェ
コ

デン
マー
ク

フィ
ンラ
ンド
フラ
ンス

アイ
ルラ
ンドドイ

ツ
イタ
リア 日本

ニュ
ージ
ーラ
ンド

オラ
ンダ

ノル
ウェ
ー

ポル
トガ
ル

スウ
ェー
デン スイ

ス 英国
アメ
リカ

■ 17歳以下の相対的貧困率（再分配前・後，2000年代半ば）

0

5

10

15

20

25

30

35
（%）

我が国だけが，再分配後
に相対的貧困率が上昇

（出典）OECD（2008）「Growing Unequal?」より作成

再分配前

再分配後

図表1-1-8 就学援助を受ける児童生徒数の推移

（出典）文部科学省調べ

77 78 78 83
90

98

138 141 142 144

115
126

134

106

  10万人

20万人

40万人

60万人

80万人

100万人

120万人

140万人

160万人

児
童
生
徒
数

（人）

要保護及び準要保護児童生徒数

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20（年度）

※要保護児童生徒数………生活保護法に規定する要保護者の数
※準要保護児童生徒数……要保護児童生徒に準ずるものとして，市町村教育委員会がそれぞれの基準に基づき認定した者の数

要保護及び準要保護児童生徒数の推移 （平成７年度～平成20年度）
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図表1-1-9 就学援助と学校の平均正答率（中学校）

（出典）文部科学省・国立教育政策研究所「平成21年度全国学力・学習状況調査」

学校の平均
正答率

＜国語Ａ＞
100％

75％

50％

25％

0％
選択肢 1 2 3 4 5 6 7

中 央 値
箱 の 上 辺
箱 の 下 辺
ひげの上端
ひげの下端
（学校数）

選択肢1
81.3
86.7
75.6
100.0
59.1
1091校

選択肢2
79.2
82.0
76.6
90.1
68.6
1603校

選択肢3
78.4
80.8
75.7
88.2
68.3
2381校

選択肢4
77.1
79.7
74.4
87.5
66.7
2900校

選択肢5
75.6
78.5
72.4
87.5
63.8
1179校

選択肢6
74.0
76.8
70.7
85.3
61.9
695校

選択肢7
68.2
77.3
58.9
100.0
33.3
279校

学校の平均
正答率

＜国語Ｂ＞
100％

75％

50％

25％

0％
選択肢 1 2 3 4 5 6 7

中 央 値
箱 の 上 辺
箱 の 下 辺
ひげの上端
ひげの下端
（学校数）

選択肢1
81.0
86.4
73.9
100.0
55.5
1091校

選択肢2
77.9
81.2
74.5
91.3
64.7
1603校

選択肢3
76.5
79.8
73.1
89.7
63.1
2381校

選択肢4
74.9
78.2
71.2
88.6
60.8
2900校

選択肢5
72.6
76.5
68.2
88.8
56.8
1179校

選択肢6
70.2
74.0
65.8
86.0
53.7
695校

選択肢7
64.2
76.1
53.7
100.0
22.7
279校

学校の平均
正答率

＜数学Ａ＞
100％

75％

50％

25％

0％
選択肢 1 2 3 4 5 6 7

中 央 値
箱 の 上 辺
箱 の 下 辺
ひげの上端
ひげの下端
（学校数）

選択肢1
66.7
75.0
59.1
97.0
35.5
1089校

選択肢2
65.0
69.6
60.7
82.9
47.7
1603校

選択肢3
64.0
68.0
59.7
80.5
47.2
2381校

選択肢4
62.4
66.3
58.4
77.6
46.7
2900校

選択肢5
60.9
65.0
56.2
76.5
43.2
1179校

選択肢6
57.9
62.1
53.2
75.0
41.3
695校

選択肢7
50.5
60.6
40.4
90.9
15.2
277校

学校の平均
正答率

＜数学Ｂ＞
100％

75％

50％

25％

0％
選択肢 1 2 3 4 5 6 7

中 央 値
箱 の 上 辺
箱 の 下 辺
ひげの上端
ひげの下端
（学校数）

選択肢1
61.7
70.5
53.0
95.0
26.7
1087校

選択肢2
60.2
64.8
55.4
78.8
41.3
1603校

選択肢3
56.6
62.8
53.9
76.3
40.6
2381校

選択肢4
56.4
60.9
52.1
73.8
39.0
2900校

選択肢5
54.6
59.2
49.5
72.0
35.5
1179校

選択肢6
51.8
56.3
47.0
70.0
33.1
694校

選択肢7
44.2
53.3
31.3
84.4
0.0
276校

選択肢１　在籍していない 
選択肢２　５％未満 
選択肢３　５％以上，10％未満
選択肢４　10％以上，20％未満 
選択肢５　20％以上，30％未満 
選択肢６　30％以上，50％未満
選択肢７　50％以上

○箱ひげ図について
　ある集団の値の分布の状況を箱（①）と
ひげ（②）で視覚的に表したもの。
　箱の中程には，中央値（③）が示され，
中央値から箱の両端（④と⑤）までの間に
それぞれ集団の 25％（つまり箱の中には集
団の 50％）が含まれる。また，正規分布に
おいては，箱から伸びるひげの上端（⑥）
からひげの下端（⑦）の間に集団の約 99％
が含まれる。
　集団の値の分布がばらついていたり，偏っ
ていたりする場合には，平均値を代表的な
値とするより分布の形状に注目した方が良
いことが多く，箱ひげ図はこうした分布の
形状を確認することに適した図である。

←⑥ひげの上端
←④箱の上辺
←③中央値
←⑤箱の下辺

←⑦ひげの下端

①箱

②ひげ

国語Aの正答率

算数Aの正答率

算数Bの正答率
国語Bの正答率

図表1-1-10 児童の正答率と家庭の世帯年収
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（万円）

調査対象：公立学校第６学年の児童の保護者　
調査対象校：５政令都市の100校（児童数21名以上の公立小学校を無作為に20校（１市あたり）抽出）

（出典）文部科学省：お茶の水女子大学委託研究（平成20年度）より作成
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（2） 経済的状況と進路の格差への影響
　学力だけではなく，高校卒業後の進路と家庭の
経済状況との間にも相関関係が見られます。
　図表1-1-11にあるように，国立大学の授業料，
私立大学の授業料平均額，消費者物価指数のそれ
ぞれを，昭和 50 年時点を 100 とした場合，消費
者物価指数はこの 30 年間で約２倍の伸びに留ま
るのに対して，大学の授業料はこれを大きく上回
り，国立大学で約 15 倍，私立大学で約４倍にな
っています。
　このように授業料が高騰する一方で，教育費負
担を軽減するための奨学金はどのような状況にあ
るのでしょうか。図表 1-1-13は，我が国と諸外
国における，国公立大学の平均授業料の多寡と奨
学金（給与補助又は貸与補助）を受けている学生の
割合の関係を図示したものです。我が国以外の
国々は，授業料が高いものの奨学金を受ける学生
の割合も高いグループか，又はそもそも授業料が
低いグループの２つにおおよそ分類されますが，
我が国は，授業料が高額であるにもかかわらず，
奨学金を受ける学生の割合も少ない状況にあるこ
とがわかります。その背景として，教育費を学生
本人ではなく保護者が負担する意識が強いとい
うことも指摘されていますが，前述（図表 1-1-1，
図表 1-1-2，図表 1-1-11，図表 1-1-12）のよう
に高等教育段階の教育費が多額となっており，保
護者の負担感はますます大きなものとなっていま
す。
　このことは，高校卒業後の進路にどのような影
響を及ぼしているのでしょうか。
　図表 1-1-14は，高校３年生の予定進路と両親
の年収との関係を図示したものです。両親の年収
が高いほど，４年制大学への進学率が高くなり，
高校卒業後就職する割合が低くなっています。
　また，同じ調査では，高校３年生の保護者に，
経済的なゆとりがあれば子どもにさせてあげたい
ことを質問していますが，年収が 400 万円以下の
家庭では，20.4％が就職するよりも進学を望むと
回答しています。
　これらの結果からは，家庭の経済的状況が子ど
もたちの進学に影響がある可能性がうかがえま
す。
　近年，経済的格差の拡大が緩やかに進む中，所得の低い層は増加しつつあります。図表1-1-15は，

図表1-1-11 大学授業料と消費者物価指数の推移

※昭和50年時点を100とした場合の指数

（出典）文部科学省調べ
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図表1-1-13
国公立大学の平均授業料と奨学金
を受けている学生の割合

（出典）OECD「図表でみる教育～OECDインディケータ2008」

１．オランダについてはこの教育段階に国公立教育機関が存在せず，全学生が公営私立教育機関で学ぶ。
２．フランスについては平均授業料は160～490ドル。

公的貸与補助または奨学金・給与補助を受けている学生の割合
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図表1-1-12 授業料の推移

（出典）文部科学省調べ
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図表1-1-15 所得別　雇用者の割合の推移
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（出典）平成19年就業構造基本調査より作成
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年間所得別の雇用者の割合について，1997 年と 2007 年との推移を見たものです。所得が高い層につ
いては，大きな変化は見られないものの，中間層が減少するとともに，所得の低い層が増加している
状況が見られます。このような傾向が続くならば，経済的な要因により教育費が家計を圧迫し，進学
に影響がある可能性も考えられます。

（3） 子どもを取り巻く教育環境の影響
　前記2（1）に示した全国学力・学習状況調査の委託研究の結果について，さらに検証してみましょう。
図表 1-1-16は，同調査における児童の正答率と，学校外教育支出（学校教育以外の，塾や習い事な
どに支出した金額）との関係を表したものです。学校外教育支出が多い世帯の児童ほど正答率が高い
傾向が見られます。収入をより多く教育への支出に充てるなど，家庭の教育を取り巻く環境が学力に
影響を与えている様子をうかがうことができます。

図表1-1-14 親の収入と高校卒業後の進路

（出典）東京大学大学院教育学研究科 大学経営・政策研究センター「高校生の進路追跡調査　第１次報告書」（2007年９月）

注 1）日本全国から無作為に選ばれた高校3年生4,000人とその保護者4,000人が調査対象。
注 2）両親年収は，父母それぞれの税込年収に中央値を割り当て（例：「500～700万円未満」なら600万円），合計したもの。
注 3）無回答を除く。「就職など」には就職進学，アルバイト，海外の大学・学校，家業手伝い，家事手伝い・主婦，その他を含む。

高校卒業後の予定進路（両親年収別）
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国語Aの正答率

算数Aの正答率

算数Bの正答率

国語Bの正答率

図表1-1-16 児童の正答率と学校外教育支出
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（１カ月あたりの学校外教育支出）

調査対象：公立学校第６学年の児童の保護者　
調査対象校：５政令都市の100校（児童数21名以上の公立小学校を無作為に20校（１市あたり）抽出）
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（出典）文部科学省：お茶の水女子大学委託研究（平成20年度）より作成

図表1-1-17 親の子どもへの接し方と子どもの学力の関係

（出典）文部科学省：お茶の水女子大学委託研究（平成20年度）より作成

※平成20年度全国学力・学習状況調査結果より，児童を正答率順にA層（最も正答率が高い層）からD層（最も正答率が低い層）に四分。
※保護者の子どもへの接し方や教育意識（20項目）を最も正答率が高い層（A層）と最も正答率が低い層（D層）で比較。
※グラフの値はアンケート項目に対し，「とてもあてはまる」「まああてはまる」と答えた割合の，A層とD層との差を示す。（（注）は「とてもあてはまる」のみ）
調査対象：公立学校第6学年の児童の保護者　　　調査対象校：５政令都市の100校　（児童数21名以上の公立小学校を無作為に20校（１市あたり）抽出）
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　また，経済状況以外の教育を取り巻く環境の影響はどうでしょうか。図表 1-1-17及び図表
1-1-18は，上記と同じ委託研究において，保護者の子どもへの接し方や教育意識，また保護者の普
段の行動と，学力との関係を分析したものです。この図表は，正答率が高い層と低い層の保護者の子
どもへの接し方や教育意識，普段の行動に関する肯定的な回答の割合の差を示したものです。縦軸の
値が大きいほど，横軸のそれぞれの項目について，正答率の高い層の保護者の方が，よりそのような
接し方をし，教育意識を持ち，行動をとっていることを示します。この結果からは，「親が言わなく
ても子どもは自分から勉強する」といった子どもの姿勢が学力に関係しているほか，「家には本がたく
さんある」や「子どもが英語や外国の文化に触れるよう意識をしている」といった保護者の接し方など
が，子どもの学力と関係していることが示されています。
　なお同委託研究の結果については，保護者の子どもへの接し方や普段の行動と学力との関係は，世
帯年収の要素を考慮しても，統計学的に有意な関係があることが明らかとなっています。
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図表1-1-18 親の普段の行動と子どもの学力との関係

（出典）文部科学省：お茶の水女子大学委託研究（平成20年度）より作成
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※保護者の子どもへの接し方や教育意識（20項目）を，最も正答率が高い層（A層）と最も正答率が低い層（D層）で比較。
※グラフの値はアンケート項目に対し，「よくする」「ときどきする」と答えた割合の，A層とD層との差を示す。（（注）は「よくする」のみ）
調査対象：公立学校第6学年の児童の保護者　　　調査対象校：５政令都市の100校　（児童数21名以上の公立小学校を無作為に20校（１市あたり）抽出）
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　このように，経済状況をはじめとした子どもを取り巻く教育環境が，学力に関係している様子がわ
かりました。国際学力調査によると，我が国は，諸外国と比較して，社会的経済的背景が子どもの学
力に与える影響は小さい＊8 のですが，ここまでに見てきた様々な調査・分析の結果を見ると，こうし
た子どもを取り巻く環境の学力への影響を軽視することはできないでしょう。

3 学力の推移
　また，近年の PISA調査＊9 からは，日本の学力の高位層・中位層が減るとともに学力の低位層が増
えつつあることが明らかとなっています。
　図表 1-1-19は，読解力について，調査に参加した生徒の成績を６つの習熟度レベル（成績の良い

図表1-1-19 習熟度レベル別の生徒の割合の推移（PISA2006　読解力）

（出典）国立教育政策研究所編『生きるための知識と技能』ぎょうせい（2002年，2004年，2007年）より作成

＊ 8 OECDの調査によれば，我が国は経済・社会的背景に恵まれない生徒がトップ・パフォーマーに占める割合が 34.9%であり，
OECD加盟国中，２番目に高い水準となっている。
　これは，経済的・社会的背景における不利益が教育によって緩和されていることを示唆するとされている。
＊ 9 OECD生徒の学習到達度調査（PISA）
　15 歳児を対象に，読解力，数学的リテラシー，科学的リテラシーの三分野について３年ごとに実施



特
集
１

我
が
国
の
教
育
水
準
と
教
育
費

文部科学白書 2009　17

順にレベル５からレベル１未満まで）に分類し，それぞれの国の生徒が各レベルにどれほどの割合で
いるかを示しています。2006 年（平成 18 年度）の調査において，読解力の平均得点が上位国であるフ
ィンランドや韓国における習熟度レベル別の割合と比較すると，日本は下位層の割合が増え上位層が
減少しています。また，我が国の各レベルの割合が 2000 年の調査から 2006 年までにどのように変化
したのかを見てみると（図表 1-1-20），習熟度レベル３以上の生徒が減少し，習熟度レベル１以下の
生徒が増加しています。

図表1-1-20 習熟度別の生徒の割合の推移（PISA調査（読解力）より）
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（出典）国立教育政策研究所編『生きるための知識と技能』ぎょうせい（2002，2004，2007年）より作成

　このような状況が，どのような要因によるものなのかは必ずしも明確ではありません。しかし，経
済的な格差が緩やかに拡大しつつある一方で，家庭の経済的環境と学力や進学との間に関連が見られ
ることは，今後，経済的な格差が教育の格差にも影響があることが懸念されます。
　どのような学校段階に進んだかは，卒業後の就業状態や所得などに影響します（図表 1-1-21～図
表1-1-23）。
　収入により学力と進路が定まってしまうと，格差の固定化や世代間の連鎖につながりかねないとと
もに，多くの次世代を担う若者の潜在的な能力や可能性を引き出す機会を減らしてしまうことになり
かねません。もちろん，子どもの教育に影響を与える要因は様々であり，相互に連関しているなど，
その態様は一様ではないため，必ずしも家庭環境によって学力や進学機会が一義的に決定されると結
論づけるものではないという点に留意する必要がありますが，教育は，個人の豊かな生活ばかりでな
く，社会全体の発展と活性化を実現するものであり，その観点から，教育は社会全体で助け合い負担
するという考えのもと，全ての意志ある者が安心して質の高い教育を受け，その能力を最大限に伸ば
すことができるようにすることが大切です。
　次節では，社会全体で教育を支えるための教育投資の在り方について検討します。
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図表1-1-21 就業状態の類型（性別・学歴別）
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離学時からの学歴別キャリア累計の分布（女性）
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（出典）（独）労働政策研究・研修機構No.72　大都市の若者の就業行動と移行過程－包括的な移行支援に向けて－図表１-23
から作成

　　　　項目は離学時点から調査時点（2006年２月）までの就業経験により分類。
　　　　調査対象：東京都の18－29歳の若者計2,000人（正規課程の学生，専業主婦を除く）

※非典型一貫
　離学直後が非典型　雇用や失業・無職であり，あるいは自営・家業従事であり，かつ調査時点現在も非典型雇用である者
※非典型
　アルバイト・パート，契約・派遣の働き方
※他形態
　非典型に自営・家業従事者を含めた働き方
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図表1-1-22 学歴別生涯賃金の比較（男性）

（出典）（独）労働政策研究・研修機構「ユースフル労働
　　　　統計－労働統計加工指標集－2010」より作成
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（出典）（独）労働政策研究・研修機構「ユースフル労働
　　　　統計－労働統計加工指標集－2010」より作成

図表1-1-23 学歴別生涯賃金の比較（女性）
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